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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （百万円未満四捨五入）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 648,474 △ 1.7 36,946 △ 15.7 31,231 △ 16.6

13年 9月中間期 659,913 5.4 43,824 32.1 37,467 26.4

14年 3月期 1,362,493 88,480 78,288

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 9月中間期 16,705 5.0 22.47 21.41

13年 9月中間期 15,917 - 21.41 20.41

14年 3月期 30,283 40.74 38.83

(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期    △19百万円　　　　   13年 9月中間期     △202百万円  　　　 14年 3月期    29百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期    743,378,996株　　　13年 9月中間期   743,367,086株　　　14年 3月期   743,367,204株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 1,222,991 398,575 32.6 536.91

13年 9月中間期 1,222,297 375,287 30.7 504.84

14年 3月期 1,269,558 396,112 31.2 532.88

(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期   742,349,352株　　　13年 9月中間期   743,370,996株　　　14年 3月期   743,347,014株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

14年 9月中間期 53,623 △ 44,924 △ 9,361 129,891

13年 9月中間期 61,135 △ 61,675 32,122 154,367

14年 3月期 85,721 △ 97,073 19,772 133,708

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数      68社   持分法適用非連結子会社数　   -　社   持分法適用関連会社数　     1社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規）     1社  （除外）     -　社   持分法（新規）     -　社  （除外）　     -　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 1,370,000 58,000 29,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             39円   7銭

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資

料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能

性があります。 業績予想の前提条件その他に関する事項につきましては、添付資料５ページを参照してください。 
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１．企 業 集 団 の 状 況  

 

当社及び当社関係会社（当社、子会社119社、関連会社12社及びその他の関係会社2社(平成１４年９

月３０日現在)により構成）においては、自動車部門、産業機器部門、航空宇宙部門及びサービス・そ

の他の４部門に関係する事業を主として行っており、その製品は多岐にわたっています。 

各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 
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２．経  営  方  針 

１．会社の経営の基本方針 

当社は、以下を企業理念としております。 

① 常に先進の技術の創造に努め、お客様に喜ばれる高品質で個性のある商品を提供します。 

② 常に人・社会・環境の調和を目指し、豊かな社会づくりに貢献します。 

③ 常に未来を見つめ国際的な視野に立ち、進取の気性に富んだ活力ある企業を目指します。 

 

こうした企業理念のもと、当社では『存在感と魅力ある企業』を経営ビジョンとして掲げ、その実現

に向け努力を重ねております。そして自動車をはじめ、航空宇宙、産業機器など様々な事業分野で、 

スバルならでは、富士重工ならではの高品質で個性ある商品を提供することを通じ、社会と共に発展・

飛躍し、お客様をはじめとする全てのステークホルダーの皆様の満足と信頼を得られる企業を目指して

まいります。 

 

２．中長期的な会社の経営戦略 

本年５月、平成１４年度から平成１８年度の５ヵ年にわたる新中期経営計画『Fuji Dynamic 

Revolution－１』（略称ＦＤＲ－１）を策定致しました。ＦＤＲ－１では、「人の心に響く技術」、

「バリューチェーン全体でのプレミアム活動」、「カテゴリーNO.1の商品・販売・サービス」、 

「世界に誇れる高収益な企業体質」といった平成２２年までに当社が目指す姿を、当面の５ヵ年の活動

計画として具体化致しました。特に社内カンパニー制を軸とした経営機構改革につきましては、既に今

上期よりスタートさせており、個別事業分野ごとの自主自立色を鮮明にし、意思決定の迅速化や経営資

源の集中など、経営効率の向上に取り組んでまいります。 

また生産、販売、研究開発、アフターサービスなどあらゆる活動を通じて、当社の目指すところで 

あります『プレミアムブランドを持つグローバルプレイヤー』として、全世界のお客様に認知されうる

特別な価値と信頼あるブランド力をもつ企業グループとして、確固たる地位を築いてまいりたいと考え

ております。 

さらにＧＭグループの一員として、より一層シナジーを追求し、新たな需要創造を目指した、斬新で

魅力ある商品の開発に取り組むと同時に、生産、販売についてもＧＭグループならではの世界規模での

体制整備を進め、連結・グローバル経営の強化へ取り組んでまいる所存です。 

 

 

３．会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主の皆様の利益を重要な経営課題のひとつと位置づけ、長期的に安定した配当を堅持して

いく方針です。また、内部留保金につきましては、財務体質の強化を図りながら、魅力ある商品展開の

ための研究開発や生産・販売体制の強化など、将来の成長、発展に根ざした投資へ充当してまいります。 

 

 

４．予定している経営上の重要な施策 

 当中間会計期間後に当社といすゞ自動車(株)は、米国インディアナ州での現地生産合弁会社スバル・

いすゞオートモーティブインクにかかわる提携を解消する事で基本的に合意致しました。詳細は中間財

務諸表作成の基本となる重要な事項の後発事象の欄を参照ください。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

１．当中間期の概況                                    

 当中間期のわが国経済は、一部に持ち直しの動きが見られるものの、雇用情勢や個人消費が依然とし

て低迷するなかで、株価が下落し続けるとともに、米国経済等への先行き懸念が一層高まるなど、企業

を取り巻く環境は一段と厳しさを増す状況のなかで推移しました。          

このような情勢のなかで､当中間期の連結売上高は、自動車販売において、海外では堅調に推移しま

したが国内が減少し、６，４８４億円と前年同期に比べ１１４億円（１．７％）の減収となりました。  

利益面につきましては、総合ブランド戦略に基づく長期的視野に立った計画的な先行開発投資の実施

などにより、営業利益は３６９億円と前年同期に比べ６８億円（１５．７％）の減益となりました。ま

た経常利益は３１２億円と前年同期に比べ６２億円（１６．６％）減少しましたが、中間純利益につき

ましては、バスおよび車両事業の撤退に伴う損失を計上したものの、投資有価証券評価損の減少等によ

り、１６７億円と前年同期に比べ７億円（５．０％）の増益となりました。 

 

事業の種類別セグメントの状況 

（自動車部門）                                           

国内の登録車につきましては、全体需要の中心が大衆クラスに移行するなかで、スバルの登録車につ

きましては、逆風の環境となりましたが、２月にフルモデルチェンジした新型フォレスターが大きく販

売を伸ばし、前年同期を３６．４％上回りました。また主力車種のレガシィにつきましては、特別仕様

車の発売や販売施策の強化などで底支えを行い、登録車全体では４８千台（前年同期比３．０％減）の

販売台数を確保することが出来ました。軽自動車につきましては、他社の新型車攻勢や貨物車の需要低

迷など、厳しい状況のなかで、７１千台（前年同期比１１．１％減）となりました。なお、９月にデザ

インを一新し質感を高めたサンバーや１０月には商品力を強化したプレオを発売し、年度後半に巻き返

しを図る計画です。以上の結果、国内の売上台数につきましては１１９千台（前年同期比８．０％減）

となりました。 

海外につきましては、北米市場において、カナダが販売台数を伸ばしたものの、米国が減少し、売上

台数は前年同期を下回りましたが、欧州においては、新型フォレスターが好評で１８千台（前年同期比

１５．６％増）となり、豪州でも、５月に現地特約店がメルボルンに開設した直営大型ディーラーが効

果を上げ始め、１４千台（前年同期比９．２％増）となりました。これにより海外の売上台数は、  

１３４千台と前年同期並となりました。 

以上、国内、海外を合わせた売上台数は、２５３千台と前年同期に比べ１０千台（３．９％）の減少

となりました。 

この結果、自動車部門全体の売上高は５，８６３億円と前年同期に比べ４５億円（０．８％）の減収

となり、営業利益は３７６億円と前年同期に比べ４３億円（１０．３％）の減益となりました。 

 

（産業機器事業部門）                                        

産業機器事業部門につきましては、国内は長引く景気低迷により、小型土木建設機械用エンジン等が

減少しました。しかし、海外では米国向けレジャービークル用エンジンのＣＫＤ（海外生産用部品） 

およびアジア向けエンジンが増加したことにより、全体の売上高は２０１億円と前年同期に比べ４億円

（２．２％）の減収となり、営業利益は機種構成の変動により４億円の損失となりました。 
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（航空宇宙事業部門）                                        

航空宇宙事業部門につきましては、防衛庁向け製品がターゲットドローンの機数増加や新初等練習機

の納入開始等により前年同期を上回りました。一方、民需は高速飛行実証機の納入による宇宙分野の売

上増加がありましたが、ボーイング社向け製品が米国同時多発テロに起因する航空旅客減少の影響を受

け、全体の売上高は２８７億円と前年同期に比べ１９億円（６．５％）の減収となりました。営業利益

はボーイング社向け製品の機数減少の影響が大きく、１５億円と前年同期に比べ１８億円     

（５４．３％）の減益となりました。 

 

 （その他の部門）   

バス部門につきましては、観光バスのバス車体が減少し、売上高は前年同期を下回り、ハウス部門に

つきましても、公共工事の減少と民間建設投資抑制の影響を強く受け減少しました。 

車両環境事業部門は、智頭急行向け振子式特急気動車の納入があったものの旅客車が減少し、売上高

は前年同期を下回りました。 

以上の結果、売上高は１６７億円と前年同期に比べ４０億円（１９．７％）の減収となり、営業利益

は２２億円の損失となりました。 

 

所在地別セグメントの状況 

日本では、自動車の売上台数が前年同期を８．０％下回るとともに、関係会社の事業環境が厳しかっ

たこともあり、売上高は５，３１６億円と前年同期に比べ６億円（０．１％）の減収となりました。 

また、営業利益は車種構成差による減益要因が大きく、３１０億円と前年同期に比べ３８億円   

（１１．１％）の減益となりました。 

 

北米は、カナダでの自動車販売が好調に推移したことにより、売上高は２，７３９億円となり前年同

期に比べ６１億円（２．３％）の増収となりました。しかし営業利益は、車種構成差による減益要因が

あり、７７億円と前年同期に比べ２６億円（２５．５％）の減益となりました。 

 

その他は、売上高は１７億円と前年同期並となりましたが、営業利益は為替が寄与し、５１百万円と

前年同期に比べ１６百万円（４５．７％）の増益となりました。 

 

利益配分に関する事項 

当中間配当につきましては、１株につき前年同期と同額の４円５０銭と決定いたしました。 

 

キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、１，２９８億円と前期に比べ３８億円減少し

ました。営業活動による資金の増加は、税金等調整前中間純利益２５５億円、減価償却費３２０億円、

売上債権の減少額２０６億円、仕入債務の減少額２２９億円および法人税等支払額１７６億円等により 

５３６億円となりました。投資活動による資金の減少は、主に固定資産の取得および売却△５１２億円、

有価証券並びに投資有価証券の取得および売却１２５億円により、４４９億円となりました。財務活動

による資金の減少は、社債発行による収入１００億円、長期借入れによる収入２６１億円に対し、社債

償還による支出２００億円、長期借入金の返済２４３億円および配当金の支払額３３億円等から、９３

億円となりました。なお、現金及び現金同等物に係る為替換算差額は３１億円です。 
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２．通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、政府の総合デフレ対策に伴う、金融システムの強化や税制等の改革に

より、景気回復が期待されるものの、不良債権処理の加速による雇用動向や不安定な為替相場に加え、

世界経済の不透明感が増加するなど、企業を取り巻く環境は引き続き厳しい状況が予想されます。 

こうした経営環境のなかで、国内における登録車の販売環境激化により、当初業績予想に対し売上高

は減少となりますが、国内外における新型車効果をフルに発揮し、国内販売の早急な回復を図るととも

に、海外での販売台数の増加に努めてまいります。そして利益面についても、各種費用の低減に積極的

に取り組み、当初予想を確保する計画であります。 

なお、当年度の見通しにつきましては、以下のとおりであります。 

 

連結業績見通し 

売 上 高 １３，７００億円 （対前年度増減率：  ０．６％） 

経常利益     ５８０億円 （対前年度増減率：△２５．９％） 

当期純利益 ２９０億円 （対前年度増減率： △４．２％） 

 

単独業績見通し 

売 上 高 ９，０００億円 （対前年度増減率： △２．４％） 

経常利益     ４２０億円 （対前年度増減率：△３５．４％） 

当期純利益     ２２０億円 （対前年度増減率：  ０．７％） 

 

なお、期末配当は中間配当と同額の４円５０銭とし、年間９円（前年度配当９円と同額）を予定してお

ります。 

 

＊業績見通しにつきましては、現時点で入手可能な情報に基づき、当社が合理的と判断した見通しであ

り、リスクや不確実性を含んでいます。実際の業績はこれらの業績見通しと異なる場合がありますので、

この業績予想に全面的に依拠して投資等の判断を行うことは差し控えるようお願い致します。 
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４．中間連結財務諸表等

（１）中間連結貸借対照表 （単位：百万円）

期　　別

科　　目

 

Ⅰ流　動　資　産 595,339 636,869 △ 41,530 601,391

 現金及び預金 60,829 56,466 4,363 52,140

受取手形及び売掛金 109,081 133,688 △ 24,607 102,694

有 価 証 券 103,660 116,461 △ 12,801 138,571

たな卸資産 187,444 192,548 △ 5,104 182,683

短期貸付金 69,306 71,677 △ 2,371 63,632

繰延税金資産 35,191 34,278 913 33,919

そ　の　他 30,257 32,322 △ 2,065 28,419

貸倒引当金 △ 429 △ 571 142 △ 667

Ⅱ固　定　資　産 627,652 632,689 △ 5,037 620,906

１．有形固定資産 482,029 481,757 272 480,923

建物及び構築物 107,544 108,897 △ 1,353 105,269

機械装置及び運搬具 167,393 164,089 3,304 186,302

土      地 153,002 150,649 2,353 143,411

建設仮勘定 18,015 21,880 △ 3,865 9,112

そ　の　他 36,075 36,242 △ 167 36,829

２．無形固定資産 35,716 37,533 △ 1,817 35,339

３．投資その他の資産 109,907 113,399 △ 3,492 104,644

投資有価証券 51,436 52,024 △ 588 45,792

長期貸付金 6,143 8,351 △ 2,208 9,029

繰延税金資産 32,450 31,790 660 29,882

そ　の　他 23,578 25,043 △ 1,465 23,746

貸倒引当金 △ 3,700 △ 3,809 109 △ 3,805

1,222,991 1,269,558 △ 46,567 1,222,297

前中間連結会計期間末

(平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在) 増　　　減 (平成13年9月30日現在)

当中間連結会計期間末 前連結会計期間末

［　資　産　の　部　］

資　産　合　計

対　前　期
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期　　別

科　　目

Ⅰ流　動　負　債 562,336 586,395 △ 24,059 561,227

 支払手形及び買掛金 171,710 204,959 △ 33,249 187,435

短期借入金 196,621 191,619 5,002 205,852
コマーシャルペーパー 3,000 － 3,000 －

一年内償還社債 10,000 20,000 △ 10,000 20,000

一年内償還転換社債 20,805 2,033 18,772 －

未払法人税等 14,465 23,488 △ 9,023 17,977

未 払 費 用 73,752 66,772 6,980 61,130

賞与引当金 17,166 17,145 21 17,667

製品保証引当金 23,384 23,790 △ 406 21,621

そ　の　他 31,433 36,589 △ 5,156 29,545

Ⅱ  固　定　負　債 258,703 283,565 △ 24,862 280,734

社       債 80,800 80,800 － 80,300

転 換 社 債 － 18,777 △ 18,777 20,810

長期借入金 76,075 83,513 △ 7,438 76,413

土地再評価に係る繰延税金負債 457 457 － －

退職給付引当金 64,989 62,013 2,976 67,916

役員退職慰労引当金 1,196 566 630 384

そ　の　他 35,186 37,439 △ 2,253 34,911

821,039 869,960 △ 48,921 841,961

少数株主持分 3,377 3,486 △ 109 5,049

Ⅰ 資　本　金 － 144,450 △ 144,450 144,450

Ⅱ 資本準備金 － 150,762 △ 150,762 150,762

Ⅲ 再評価差額金 － 381 △ 381 －

Ⅳ連結剰余金 － 107,328 △ 107,328 96,309

Ⅴ － 4,997 △ 4,997 648

Ⅵ 為替換算調整勘定 － △ 9,579 9,579 △ 14,669

Ⅶ 自己株式 － △ 2,192 2,192 △ 2,178

Ⅷ － △ 35 35 △ 35

－ 396,112 △ 396,112 375,287

Ⅰ 資　本　金 144,452 － 144,452 －

Ⅱ資本剰余金 150,764 － 150,764 －

Ⅲ利益剰余金 120,117 － 120,117 －

Ⅳ土地再評価差額金 381 － 381 －

Ⅴ 3,672 － 3,672 －

Ⅵ為替換算調整勘定 △ 18,141 － △ 18,141 －

Ⅶ自己株式 △ 2,670 － △ 2,670 －

398,575 － 398,575 －

1,222,991 1,269,558 △ 46,567 1,222,297

資　本　合　計

前連結会計期間末

［　負　債　の　部　］

その他有価証券評価差額金

負　債　合　計
［　少数株主持分　］

［　資　本　の　部　］

当中間連結会計期間末

その他有価証券評価差額金

資　本　合　計

負債、少数株主持分及び資本合計

前中間連結会計期間末

(平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在) 増　　　減 (平成13年9月30日現在)

対　前　期

子会社の所有する親会社株式
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（２）中間連結損益計算書
（単位：百万円、％）

                    期   別

  科   目

　 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 金   額 百分比

Ⅰ 売      　上    　  高 648,474 100.0 659,913 100.0 △ 11,439 1,362,493 100.0

Ⅱ 売    上    原    価 467,607 72.1 473,611 71.8 △ 6,004 992,950 72.9

    売  上  総  利  益 180,867 27.9 186,302 28.2 △ 5,435 369,543 27.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 143,921 22.2 142,478 21.6 1,443 281,063 20.6

    営  　業　  利　  益 36,946 5.7 43,824 6.6 △ 6,878 88,480 6.5

Ⅳ 営   業   外   収   益 2,131 0.3 2,288 0.3 △ 157 5,056 0.4

    受取利息及び配当金 1,075 1,592 △ 517 2,868

    そ      の     他 1,056 696 360 2,188

Ⅴ 営   業   外   費   用 7,846 1.2 8,645 1.3 △ 799 15,248 1.1

    支   払   利   息 1,569 1,814 △ 245 3,499

    持分法による投資損失 19 202 △ 183 －

    そ      の     他 6,258 6,629 △ 371 11,749

    経    常    利 　 益 31,231 4.8 37,467 5.7 △ 6,236 78,288 5.7

Ⅵ 特    別    利    益 188 0.0 964 0.1 △ 776 1,300 0.1

    固 定 資 産 売 却 益 4 760 △ 756 802

    そ      の     他 184 204 △ 20 498

Ⅶ 特    別    損    失 5,826 0.9 8,969 1.4 △ 3,143 23,452 1.7

    固定資産売却･除却損 2,132 2,182 △ 50 4,472

　　投資有価証券売却損 981 981

　　投資有価証券評価損 749 6,071 △ 5,322 8,970

    関 係 会 社 整 理 損 6,880

    事  業  撤  退  損  失 1,882 1,882

    そ      の     他 82 716 △ 634 3,130

   税金等調整前中間(当期)純利益 25,593 3.9 29,462 4.5 △ 3,869 56,136 4.1

  法人税､住民税及び事業税 11,808 1.8 19,768 3.0 △ 7,960 38,325 2.8

   過年度未払法人税等戻入額 △ 2,973 △ 2,973

  法 人 税 等 調 整 額 134 0.0 △ 5,576 △ 0.8 5,710 △ 10,042 △ 0.7

  少  数  株  主  損  失 81 0.0 647 0.1 △ 566 2,430 0.2

 中 間（当期）純 利 益 16,705 2.6 15,917 2.4 788 30,283 2.2

至 平成14年3月31日

前連結会計年度

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日 自 平成13年4月 1日
対前年同期
増    減

当中間連結会計期間

至 平成14年9月30日

前中間連結会計期間

至 平成13年9月30日

(加算) (加算)(加算)
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（３）中間連結剰余金計算書

（単位：百万円）

                     期   別

　

Ⅰ 連結剰余金期首残高 － 83,680 83,680 83,680 83,680

Ⅱ 連結剰余金増加高

非連結子会社の合併に伴う剰余金増加高 － 211 211 211 211

Ⅲ 連結剰余金減少高

配当金 3,347 6,694

役員賞与 － 152 3,499 152 6,846

Ⅳ 中間（当期）純利益 － 15,917 30,283

Ⅴ 連結剰余金中間期末（期末）残高 96,309 107,328

（資本剰余金の部）
Ⅰ 資本剰余金期首残高
資本準備金期首残高 150,762 150,762 － － －

Ⅱ 資本剰余金増加高
転換社債の転換 2 2 － － － －

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高 150,764 － －

（利益剰余金の部）
Ⅰ 利益剰余金期首残高 107,328 107,328 － －

Ⅱ 利益剰余金増加高
中間純利益 16,705 16,705 － －

Ⅲ 利益剰余金減少高
配当金 3,347
役員賞与 161
その他 408 3,916 － － － －

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高 120,117 － －

至 平成14年3月31日

金     額 金     額 金     額

前連結会計年度

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日 自 平成13年4月 1日

  科   目 至 平成13年9月30日

当中間連結会計期間

至 平成14年9月30日

前中間連結会計期間
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

(1)連結子会社 68社 

国 内 49社 ‥‥ 富士ロビン㈱、㈱イチタン、東京スバル㈱、他46社 

海 外 19社 ‥‥ ｽﾊ゙ ﾙ･いすゞ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｲﾝｸ、ｽﾊﾞﾙ ｵﾌﾞ ｱﾒﾘｶ ｲﾝｸ、他17社  

(2)持分法適用会社 1社 

国 内  １社 ‥‥ 新潟スバル自動車㈱ 

海 外  なし   

２．連結の範囲及び持分法適用の異動状況 

(1)連結子会社 

（新 規）１社 ‥‥ 山梨スバル自動車㈱ 

（減 少）なし   

(2)持分法適用会社  

（新 規）（減 少）なし  

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 国内連結子会社の中間決算日は当社と同一ですが、在外子会社は６月３０日です。 

 在外子会社については６月３０日現在の中間財務諸表を使用していますが、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引については調整を行った上で連結しています。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 ‥‥ 償却原価法(定額法)です。 

その他有価証券 

時価のあるもの‥‥中間決算日の市場価格等に基づく時価法です。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定しています。） 

時価のないもの‥‥主として移動平均法による原価法です。  

②デリバティブ ‥‥ 時価法です。 

③たな卸資産 

製  品 ‥‥ 主として移動平均法による原価法です。 

その他のたな卸資産 ‥‥ 主として先入先出法による原価法です。 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 ‥‥ 当社及び国内連結子会社は主として定率法 

（ただし、平成１０年４月１日 以降に取得した建物（付属設備を除く）につ

いては定額法）を、在外連結子会社は所在地国の会計基準に規定する定額法

を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

建物及び構築物 ７～５０年 

機械装置及び運搬具 ２～１１年 

②無形固定資産 ‥‥  営業権については所在地国の会計基準に基づく定額法を、自社利用のソ
フトウエアについては利用可能期間（３年及び５年間）に基づく定額法を採

用しています。ただし、米国連結子会社の営業権の内、識別可能な無形固定

資産以外の部分については、米国財務会計基準審議会基準書第142号の適用に
より償却を行っておりません。 
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(3)重要な引当金の計上基準  

貸 倒 引 当 金 ‥‥  売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

賞 与 引 当 金 ‥‥  従業員に対して支給する賞与に充てるため、会社が算定した当中間連結

会計期間に負担すべき支給見込額を計上しています。 

製品保証引当金 ‥‥  販売した製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、

原則として保証書の約款に従い、過去の実績を基礎に将来の保証見込み

を加味して計上しています。 

退職給付引当金 ‥‥  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発

生していると見込まれる額を計上しています。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(１４年)による定額法により費用処理しています。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の、発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５～１８年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

います。 

役員退職慰労引当金‥‥   役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給

額を計上しています。 

 

(4)重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しています。 

 なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該会社の中間決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定に含めて計上しています。 

       

(5)重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 

   取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

       

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっています。 

 なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要件

を満たしている金利スワップについては特例処理によっています。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次の通りです。 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約  外貨建予定取引 

金利スワップ  借入金  

③ヘッジ方針 

 リスク管理方針に基づき為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしています。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も

継続して相場変動又はキャッシュ･フロー変動を完全に相殺するものと想定することができ
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るため、ヘッジの有効性の判断は省略しています。 

 

(7)消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は税抜き方式を採用しています。 

 

５．中間連結キャッシュフロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から満期日または償還日までが３ヶ月以内の短

期投資からなっています。 

 

追 加 情 報 

（自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準

第１号）を適用しています。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微です。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の

資本の部及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成してい

ます。 

 

重要な後発事象 

（スバル・いすゞオートモーティブインクの完全子会社化） 

平成14年10月25日に、当社はいすゞ自動車株式会社と米国における合弁会社スバル・いすゞオー

トモーティブインク（以下ＳＩＡ）にかかる合弁関係を解消することについて基本合意に至り、覚

書を締結しました。これによりＳＩＡは当社の完全子会社となる予定です。基本合意の主な内容は

以下のとおりです。 

① 当社はいすゞ自動車株式会社が保有する全てのＳＩＡ株式を買い取る。 

② ＳＩＡはいすゞ自動車株式会社より同社の自動車の生産を受託する。 

③ 合弁関係の解消によりＳＩＡに生ずる損失は、いすゞ自動車株式会社が補填する。 

④ 条件の詳細は今後の交渉で確定し、12月中旬を目途に正式契約を締結する。 
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注 記 事 項

（中間連結貸借対照表関係）

１． 有形固定資産に対する減価償却累計額 586,770 百万円

２． 担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりです。

受取手形及び売掛金 28,604 百万円
その他の流動資産 829 〃
建物及び構築物 29,750 〃

(17,997) 〃
機械装置及び運搬具 38,139 〃

(20,535) 〃
土　　　地 41,766 〃

(1,910) 〃
投資有価証券 205 〃

139,293 百万円
(40,442) 〃

注）その他の流動資産のほか、当社の連結子会社であるスバルファイナンス㈱における
　　期日未到来の自動車リース債権等2,624百万円を担保に供しています。

　担保付債務は次のとおりです。

短期借入金 67,157 百万円
(5,193) 〃

長期借入金 44,549 〃
(12,233) 〃

社債 300 〃
112,006 百万円
(17,426) 〃

上記のうち、(　)内書は、工場財団抵当並びに対応する債務残高を示しております。

３． 偶発債務

連結会社以外の者の、金融機関よりの借入金に対する保証債務は次のとおりです。

従業員 23,046 百万円
スバルカナダインクの取引先 6,115 〃
その他 5,688 〃

34,849 百万円

上記の他、関係会社に対する保証類似行為に基づく金額は次のとおりです。
6,397 百万円

合　　　計

合　　　計

合　　　計
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４．受取手形割引高 受取手形割引高は、197百万円です。

５．当社及び連結子会社（ｽﾊﾞﾙ ｵﾌﾞ ｱﾒﾘｶ ｲﾝｸ、ｽﾊﾞﾙﾖｰﾛｯﾊﾟN.V./S.A）における、
借入コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

借入コミットメントの総借入枠 109,167 百万円
借入実行残高 19,383 〃
差　 引　 額 89,784 百万円
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（中間連結損益計算書関係）

　１．販売費及び一般管理費の中の主要な科目は、次のとおりです。

広告宣伝費 24,052 百万円
給料及び賞与手当 26,966 　〃
賞与引当金繰入額 2,088 　〃
退職給付費用 2,577 　〃
研究開発費 28,864 　〃

　２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

29,416 百万円

　３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりです。

機械装置及び運搬具 4 百万円

　４．固定資産売却・除却損の内訳は、次のとおりです。

建物及び構築物 489 百万円
機械装置及び運搬具 1,369 　〃
その他 274 　〃

計 2,132 百万円

  ５．投資有価証券売却損には、関連会社出資金売却損 964百万円を含んでいます。

  ６．投資有価証券評価損には、関連会社出資金評価損 696百万円を含んでいます。

  ７．事業撤退損失について

       当社のバス車体及び鉄道車両の製造事業を平成15年３月末に終了するにあたり、今後の
      当該事業の整理等の状況により発生すると見込まれる損失額であり、内訳は以下のとおり
      です。
         バ ス 車 体        893 百万円

        鉄 道 車 両 989 〃

（中間連結剰余金計算書関係）

  利益剰余金減少高の「その他」の内容は、次のとおりです。

      米国連結子会社が米国における会計基準に基づいて計上した「その他の包括損失」
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

 
中間期末残高 

左記の内現金及び 

現 金 同 等 物 

 

現金及び預金 ６０，８２９ ６０，１５７ 百万円 

有 価 証 券       １０３，６６０ ６９，６３２ 〃 

短期貸付金       ６９，３０６ １０２ 〃 

現金及び現金同等物  １２９，８９１ 〃 

 

 

２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

 

株式の取得により新たに山梨スバル自動車株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産 

及び負債の内訳並びに同社株式の取得価額と同社取得のための支出（純 額）との関係は次の 

とおりです。 

 

   

流 動 資 産       ３３３ 百万円 

固 定 資 産       ５２０ 〃 

連結調整勘定 ２７７ 〃 

流 動 負 債       △５７２ 〃 

固 定 負 債       △２７３ 〃 

山梨スバル自動車株式の取得価額 ２８５ 〃 

山梨スバル自動車の現金及び現金同等物 △１６７ 〃 

差引：山梨スバル自動車取得のための支出 １１８ 〃 
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（リース取引関係）
 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引

［ 借主側 ］

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

減価償却累計額相当額
機械装置及び運搬具 1,163 百万円 469 百万円 693 百万円
有形固定資産その他 3,263 〃 2,315 〃 948 〃
無形固定資産その他 544 〃 395 〃 150 〃
合計 4,970 〃 3,179 〃 1,791 〃

②未経過リース料中間期末残高相当額   
    

１年以内 719 百万円  

１年超 1,153 〃  

合計 1,872 〃  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 552 百万円
減価償却費相当額 490 〃

支払利息相当額 26 〃  

④減価償却費相当額の算定方法

   ・リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。

⑤利息相当額の算定方法

   ・リース料総額とリース物件の取得価格相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に 
     ついては、利息法によっております。

［ 貸主側 ］

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末残高

機械装置及び運搬具 20,801 百万円 7,777 百万円 13,024 百万円
有形固定資産その他 5,805 〃 2,070 〃 3,734 〃
無形固定資産その他 53 〃 16 〃 37 〃
合計 26,659 〃 9,863 〃 16,796 〃

②未経過リース料中間期末残高相当額   
    

１年以内 6,942 百万円  

１年超 12,218 〃  

合計 19,161 〃  

③受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 4,005 百万円
減価償却費 2,720 〃

受取利息相当額 559 〃  

④利息相当額の算定方法

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に 
     ついては、利息法によっております。

取得価額 減価償却累計額 中間期末残高

取得価額相当額 中間期末残高相当額
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２．オペレーティング・リース取引

［ 借主側 ］

   未経過リース料   
   

１年以内 2,931 百万円
１年超 31,671 〃
合計 34,602 〃

［ 貸主側 ］

   未経過リース料   
   

１年以内 5,394 百万円
１年超 5,621 〃
合計 11,015 〃
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６．生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績

当中間連結会計期間の生産実績を事業のセグメントごとに示すと次のとおりです。

当中間連結会計期間

事業の種類別セグメントの状況

　軽自動車 台 △23.3

　小型・普通自動車 台 ＋ 0.7

台 △ 6.8

産業機器事業 百万円 ＋ 0.2

航空宇宙事業 百万円 △14.9

その他事業 百万円 △27.1

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）受注状況

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりです。

なお、自動車事業及び産業機器事業については見込生産を行っております。

（単位：百万円）

前年同期比（％） 前年同期比（％）

　航空宇宙事業 △54.9 ＋19.8

　その他事業 △13.0 ＋ 9.6

合計 △39.2 ＋18.9

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（３）販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりです。

（単位：百万円）

当中間連結会計期間

事業の種類別セグメントの状況

自動車事業 △ 0.8

産業機器事業 △ 2.1

航空宇宙事業 △ 6.4

その他事業 △22.9

合計 △ 1.7

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

101,049

9,231

110,280

前 年 同 期 比 （％）

68,531

197,672

648,474

14,883

584,689

20,139

28,763

自　平成14年4月 1日

至　平成14年9月30日

区　分 受　注　高

13,711

15,875

29,586

受 注 残 高

前 年 同 期 比 （％）

自
動
車
事
業 計 266,203

20,440

29,169

14,393

自　平成14年4月 1日

至　平成14年9月30日
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